日本建築法制会議 第５５回 総会 議事録

日　時：２０１１年７月８日（金曜日）10時～1３時～１５時
場　所：東京都中央区京橋２丁目６番７号　京橋区民館　２号室洋室

出席者：６名（敬称略・50音順）　
大山  宏、山東和朗、竹川忠芳、辻 英一、平松朝彦、眞柄榮毅、
◎主な情報発信（敬称略）と主な意見交換（⇒）
○提出資料（柳澤孝次）

　・「2011年度日本建築学会大会〔関東〕パネルディスカッシヨン8月24日13；30～17時
　　　　「期限付き建築物の更なる可能性を探るー計画から期限満了後まで」の情報紹介
　　⇒　法律がどんどん変わっていく中にあって建物が途中の段階で既存不適格になっていく
場合などにはどのように対応していくべきなども肝要であろう。

　　⇒　建築基準法の法施行に関して多くの社会的問題が提起され、職業としての建築士役割
　　　　が重要視されるが、法規制上の「建築主の責任」の再認識が肝要である。

○提出資料（眞柄栄毅）

　・「２０１１ＵＩＡ東京ワークショップ・シンポジウム」、8月26日～28日
　　　：「建築のセレンディピティ」；遊び感覚で建築の原理を学ぶ」の情報紹介

　・「（仮称）コンクリート連続体の構造デザインの可能性」、2011年11月1日開催予定

○提出資料（平松朝彦）

　・「東日本大震災の結論―大槌町を視察してきた」、平松朝彦、

　　　：「特区による災害復興計画」の提言、平松朝彦、平成23年7月8日

　⇒　建築基準法第３９条では“地方公共団体は、条例で津波、高潮、出水等による危険の

著しい地域を災害危険区域として指定することができる“。ことを再認識すべきである。

○提出資料（辻 英一）

　・「東日本大震災特別寄稿」、辻 英一、まちなみ、２０１１．８．２の紹介

○提出資料（大山 宏）
・「建築・社会システムに関する連続シンポジウム

＜第９回（2011．7.23．）市街地像の共有は可能か＞

＜第８回（2011 ．7.22 .）建設活動・建築法制度・生産組織60年余の変遷＞

＜第７回〔2011．6.25．)　建築ストック活用における建築関連法制度の課題＞
· 「建築基本法制定準備会ニューズレター第17号」、平成23年1月
：議員会館シンポジウムの報告、テーマ「建築法制の変革から豊かな社会へ」

· 「「等」に込められた全体性―建築士法の成立に見るデザインとビルド」、速水清孝、　

　　　　建築雑誌、2011年4月号
· 「巨大地震と大津波から国民の生命と国土を護るための基本方針」、２１学協会会　

· 「Grad  student says heavy quake damage in Fukushima matches location of ancient lake」／東日本大震災：「古代湖」内の被害突出　福島「郡山湖」、毎日新聞、
2011年5月6日
· 「建築制限、宮城、岩手のトップに差、期限の有無も隔たり」、河北新法、2011.4.25.
⇒「岩手県は建築基準法第３９条に基づき、津波で破滅的被害を受けた沿岸部を
「災害危険区域」に指定する手法を採った。
・「東日本大震災：鉄筋コンクリート造李、基準の見直し開始」、毎日新聞、2011年7月5日
· 「東日本大震災：津波被災の鉄筋建物　浮力で横倒しに」、毎日ＪＰ，2011年6月25日
· 「津波で流されなかった木造施設　シェルター〔山形〕のＫＥＳ構法、2011年5月7日
· 「福島第一原発　建屋カバー工事が本格化／伝統工法と最新技を融合」、建設通信、2011．6.30．
· 「土木学会原子力土木委員会津波評価部会策定の報告書：原子力発電所の津波評価技術」について、2011年5月10日
· 「情報開示姿勢の改善要請に関する声明」、日本原子力学会、2011年7月4日
・「レベル６！“フクシマ原発事故を深刻にさせた官邸の責任」、財界ふくしま、2011年5月
・「2011年東北地方太平洋沖地震による「原発震災」について」、石橋克彦、2011．3.15．
· 「核施設と非常事態―地震対策の検証を中心に」、高木仁三郎、日本物理学会誌、Vol50,No.10,1995
· 「特集ワイド「国策民営」日本の原子力、戦後史のツケ」、毎日新聞、2011年4月20日
· 「津波15メートル」過大記載、ＩＡＥＡへの報告で政府、中日新聞、2011年6月9日
・　「畑村調査検証委員会の調査体制と権限に重大な問題あり～激変する環境、思考停止する組織～郷原信朗が斬る」、2011年6月13日
・「原子力発電の未来を問う」、平井憲夫、Ｎihon City Journal,平成23年6月18日
